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＜変更前＞

２－２
学位授与方針を踏まえた教育課程の編成・実施方針に基づき、
理論と実務の架橋教育である点に留意し、次に掲げる事項を踏
まえ、教育課程を編成していること。（「専門職」第６条）

８つの科目群（政策科学、国際政策、
公共経営、法律技術、開発政策・経
済、環境・コミュニティ政策、政策分
野研究、特別・特殊研究）からなる教
育課程を編成していた。

２－９
課程の修了認定に必要な在学期間・修得単位数を法令上の規定
に即して適切に設定していること。（「専門職」第２条第２
項、第３条、第15条）

修了要件は、①２年以上の在学、②所
定の授業科目から40単位以上の修得、
③リサーチペーパーの合格であった。

３－１
専任教員数に関して、法令上の基準を遵守していること。
（「告示第53号」第１条第１項）

研究者教員９名及び実務家教員６名の
計 15 名の専任教員を配置していた。

３－２
専任教員が、１専攻に限り、「専任教員」として取り扱われて
いること。（「専門職」第５条第２項、「告示第53号」第１条
第５項。）

専任教員15名のうち、法令上の必要数
を超えた部分の１名の専任教員につい
ては、政治経済学部と兼担していた。

３－３
法令上必要とされる専任教員数の半数以上は、原則として教授
で構成されていること。（「告示第53号」第１条第６項）

教授数は11名であった。

教育課程又は教員組織に関する重要な変更に対する評価結果への付記事項

公共政策系専門職大学院基準の大項目 公共政策系専門職大学院基準の評価の視点
付記事項

＜変更後＞

教育内容・方法・成果

変更後の修了要件は、①２年以上の在
学、②所定の授業科目から40単位以上
の修得（新たに設置したＡ群及びＢ群
からそれぞれ４単位以上を含む）、③
リサーチペーパーの合格とされた。

変更後においては、政治・行政・政策
系の基幹科目（Ａ群）、経営・経済・
財政系の基幹科目（Ｂ群）、政策研究
（Ｃ群）、特別・特殊研究（Ｄ群）か
らなる教育課程を編成している。

教員組織

2016年度から2019年度までに専任教員
８名が退職し、８名を新たに採用する
という変更があり、その後は研究者教
員７名及び実務家教員８名の計15名の
専任教員を配置している。

上記の変更後の専任教員は、15名すべ
て１専攻に限り「専任教員」として取
り扱われている。

上記の変更後の教授数は14名である。
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